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■事業の内容
　◎重症心身障がい児(者)の生活実態や課題を把握し、これら障がい児（者）の地域生活支援策並び

に生活の場の確保方策を検討する。

①生活実態等の把握（実態調査の実施　１０～１２月）
　　  ｱ）在宅の医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）等　約２，０００名の生活実態の把握

	※障がい種別・程度、必要とする医療的ケアの内容と頻度、サービスの利用状況

希望するサービスの内容、頻度等を調査


ｲ）障がい福祉サービス事業所等　約３，３００事業所の利用状況等の実態把握

　・訪問系サービス事業所

⇒訪問看護事業所：５００か所、居宅・重度訪問介護等事業所：２，３００か所

　重度障害者等包括支援事業所：７か所

　　　　 ・日中活動系サービス事業所

⇒生活介護事業所：４００か所、児童デイサービス事業所：８０か所

  重症心身障がい児（者）通園事業所：１１か所

・施設系サービス

⇒短期入所事業所２００か所、重症心身障がい児施設：５か所

         ・居宅系サービス

　　　　　 　⇒ケアホーム：およそ100か所（調査中）
	※利用する児（者）の状況、提供している医療的ケアの内容、従事スタッフの配置状況、抱えている課題、行政に希望する内容等を調査


ｳ）重症心身障がい児施設（政令市所在の施設を除く）に入所する障がい者約５５８名の生活状況調査

	※施設の入所年数、受けている医療ケアの内容、地域生活への移行希望の有無、施設支援員の評価等を調査


ｴ）ＮＩＣＵ等医療機関に入院する障がい児の実態（他事業調査データーの活用）

ｵ)訪問調査による状況把握（各事業毎に１０ヵ所程度を予定）
　　　　　アンケート調査結果をもとに、訪問系サービス事業者、日中活動系事業者、施設系サービ

ス事業者、訪問看護事業者を抽出のうえ、聞き取り調査を実施し、各事業者の実情を把握


②実態調査・訪問調査結果の分析（１１月）

③地域生活の維持・継続、施設支援を含めた生活の場の確保のための課題整理（～１月）

④地域生活支援策並びに生活の場の確保方策の検討（２～３月）
　　　　ｱ)パッケージ化された医療・福祉サービスの提供体制のあり方

ｲ)２４時間医療的ケアに対応可能な短期入所事業所の施設設備並びに職員配置基準

ｳ)医療的ケアが必要な重症心身障がい者の住まいの場、日中活動の場のあり方

ｴ)重症心身障がい児施設に入所する障がい者の地域生活への移行支援策のあり方

ｵ)医療と福祉の連携のあり方

ｶ)看護師、ホームヘルパー等医療的ケアが必要な障がい児（者）にサービス提供するスタッフ

の人材養成のあり方


⑤検討結果に基づき、国への提言（３月予定）
医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）等の地域生活支援方策に係る調査研究事業








■医療技術が進歩する一方で、医療的ケアのニーズに対応できる訪問看護や居宅介護、短期入所、


重症心身障がい児施設などの医療・福祉・保健サービスの不足等により、


①在宅生活に不安を抱き、退院を躊躇する保護者が増加し、新生児・小児科病棟に６ヶ月以上の


長期入院児が恒常的に発生、ＮＩＣＵ等の受け入れが困難な状況となっている。


②医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の在宅での看護・介護は、保護者に支えられてい


る状況にあり、保護者のレスパイトが強く求められている。


③重症心身障がい児施設の入所状況は、障がい者が約９割を占めており、これら障がい者の地域


生活への移行支援、障がい児の入所ニーズへの対応が求められている。


■このため、在宅で生活している医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の生活実態や医療・


福祉ニーズ、各種医療・福祉サービス事業者が抱える課題等を明らかにし、課題の解決方策を検


討する。





趣旨・目的














